




















第2節 「 コミュ ニテ イにおけるケアjから「 コミュ ニティによるケア」へ

前節でみたとおり、 コミュニティ ・ ケアは、 まず中央政府による政策として登場した。

コ ミュ ニテ ィ ・ ケアが政策目標として設定されてから、 施設収容ケアは望ましくない、 避

けられるべきであるという社会学的な研究が注目されるようになり、 コミュニティ ・ ケア

政策が広く一般に支持される政策となった。そして、この政策的発展は、ベ イリ ー（Michal

Bayley）によれば、 「 コミュ ニティにおけるケア」（care in the community ）から「 コミュ

ニテ ィによるケアj(care by the community ）をも含むものへの展開であったとされる

(Bayley, 1973）。 この政策的発展へのプロセスをみておくことにしたい。

1. 「 コミュ ニティにおけるケアjの段階

コミュ ニティ ・ ケア政策の公式的な起源は、 1 9 5 4 ～ 5 7年の精神病及び精神薄弱者

に関する王立委員会（The Royal Commission on Mental Illness and Mental Deficiency) 

の報告書（1 9 5 7年）と、それに基づいて法制化された1 9 5 9年の精神衛生法にある

とみなされている。 しかし、 この段階では、 まだ コミュ ニティ ・ ケアと呼べるほどの内容

を有していなかったことはすでに前節で述べたとおりである。

本格的な政策転換は、 1 9 6 1年、 全国精神衛生協議会（The National Association for 

Mental Health）の年次総会の席上、 保健大臣E. ポウエノレ（Enock Powell）が「今後1 5年

間に、 現在ある精神病院の病床数を半減する。 数量で示すと、75,000床を下らない病院ベ

ッドが削減されることになろう。 (National Association for Mental Health,1961）」

(Bayley,p.5）と発表したときに始まる。

テ ィトマス（Richard M.Titmuss） は、 翌日、 同総会で政府の政策意図を問題にし、それ

が経費節減にあるのではなし、かと資している。 そして、 政府がこの政策に取り組むつもり

なら、 精神病者と精神薄弱者のための コミュニティ ・ ケア ・ サー ビスの発展のために、 特

別補助金を予算化して証拠を示すように求めた（Titmuss,1961） 。

翌1 9 6 2年、 政府は『病院計画』（Ministry of Health, 1962）を発表し、 続いて補足的

な青書『保健と福祉ー コミュ ニティ ・ ケアの進展』（Ministry of Health, 1963）を公にして、

コミュ ニティ ・ ケア政策を具体的に打ち出した。 この計画では、 病院は、 将来緊急患者の

ケアに重点をおき、 緊急で、ないケアは コミュニテ ィで扱うとされた。 そして、 保健福祉サ
ー ビスは、 予防を第1の目的におくことが強調され、 また、 コミュニテ ィ ・ ケアは、 従来

の精神病 ・ 精神薄弱者の領域ばかりでなく、 老人、 母子、 身体障害者の領域にまで拡げる

ものとした。

しかし、 ベ イリ ーによれば、 「この青書は、 明らかに政府がこの段階ではもっぱら管理

運営面から、 つまり『 コミュ ニティにおけるサー ビス』の面から、 コ ミ ュ ニティ ・ ケアを

考えていたということを示してj (Bayley, 1973,p .6） おり、 また、 ジョー ンズ（Kathleen

Jones）によれば、 「 コミュ ニティ自体の資源を活用するという意識のない、 あるいは、
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相互扶助やインフォ ーマノレな世話とが織り合わされたもの」（Bayley, 1973, p.9 ; Seebohm 

Report, 1968,para.483,p .149）ということができる。 これは従来の コ ミュニティ ・ ケア政

策の考え方の幅を明らかに広げるものであった。

その後、 この区別は公式政策の中に取り込まれていくことになった。 たとえば、 1 9 8 

1年の白書「年取ること（Growing older) Jでは、 「 コ ミュニティにおけるケアは、 次

第に、 コミュニティによ るケアを意味することになるだろう。 J (DHSS,1981,p.3）と述

べている。

シーボーム委員会は「コミュニティを基礎とし、 家族を志向した包括的サー ビスjを提

供するために、 家族のニードの全体に対応し得る「ジェネリック ・ ソ ーシヤノレワ ークJの

導入を勧告したが、 このジェネラリスト ・ ワ ーカ ーの登用とマネジメントないしアドミニ

ストレイションの導入が現場のソ ーシヤノレワ ーカ ーに混乱をもたらすことになった（小

林，1978 ；萩原，1984）。 そこで、 ソ ーシヤノレワ ーカ ーの役割を改めて問い直すために、 全英

ソ ーシヤノレ ・ ワ ーカ ー協会（NISW）は、 パークレイ（Peter Barclay）を長とする委員会

を設置した。 1 9 8 2年に提出された報告書は、 意見の一 致がみられず、 主流派報告の他

に2つの小数派報告が添付されたものであったが、 主流派報告はシーボーム以来のコミュ

ニテイ志向を引き継ぎ、 コ ミュニティに基礎をおいた実践（community-based practice)

を推進するうえでのソ ーシヤノレワ ーカ ーの役割について広範囲な勧告を行っている（）｜｜

田，1986；嶋田，1983；社会福祉問題研究会，1984）。

ノ〈ークレイ主流派報告は、 ソ ーシヤノレワ ーカ ーが コ ミュニティに基礎をおいた実践を行

う前提として、 インフォ ーマノレ ・ ケアリング ・ ネットワ ーク、 すなわち「コミュニティに

よ るケアJの重要性を強調し、 ソ ーシヤノレワ ーヵ ーはインフォ ーマノレ ・ ケアとフォ ーマノレ

ないしボランタリー ・サー ビスとの聞を繋ぐ役割を果たすよ う勧告している。

「イングランドとウエーノレズにおける社会的ケアの大部分は、 法定的ないしはボランタ

リーな社会サー ビス機関によ るばかりでなく、 コ ミュニティにおけるインフォ ーマノレ ・ ケ

アリング ・ ネットワ ークに連なる普通の人々によ って提供されている。 ・・・コミュニティ成

員が相互に提供する社会的ケアを過大評価はできない。 問題を抱える人々の大多数は、 最

初、 自分自身の家族に支援を求める。 もし、 これがないか不十分ならば、 よ り広い親族、

友人、 近隣の人たちの援助が貴重な資源となるー第一に知人はしばしば（決していつもと

はかぎらないが）公的機関のソ ーシヤノレワ ーカ ーよ りも話やすいし、 信頼しやすいからで

あり、 第2に、 インフォ ーマノレ ・ ネットワ ークからの援助を求めることが、 適度に、 社会

的に容認されているからである。 そうすることが、 通常、 役人に接近するよ りも自尊心を

傷つけることがすくない（Barcley Report,para.13.8, 1982,pp .199 ・200) Jと。

この報告書は、 こうしたインフォ ーマノレ ・ ケアリング ・ ネットワ ークの重要性を強調し、

それらから離れることなく、 親密な理解のもとに働くことがフォ ーマノレな社会サ ー ビスに

とって必要であると主張した。 ソ ーシヤノレワ ーカ ーは、 インフォ ーマノレな介護者（セノレフ。
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よって、 要援護者の自宅、 または通所ないし短期入所施設において提供される多種多様な

在宅ケア ・ サ ー ビスのことをいう。

フォーマノレ ・ セクターに含まれる機関 ・ 団体は、 地方自治体、 福祉事務所や保健所など

の公的専門機関、社会福祉法人 ・ 公益法人などの認可団体、民間企業、ボ ランタリ一団体 ・

集団である。

提供されるサ ー ビスは、 要援護者の自立を支援することを目的としたサ ービスと家族援

護者の介護負担の軽減や社会的統合の維持を図ることを目的としたサ ー ビスからなる。 た

だし、 この2つは論理的に分けられるものであって、 実際には1つのサ ー ビスが双方への

援助になっているものが多い。 具体的にあげると、 要援護者に対して自宅で提供される主

要なサ ー ビスには、 ホ ームヘルプ ・ サ ー ビス（介護と家事を含む）、 訪問看護サ ー ビス、

入浴サ ー ビス、 配食サ ー ビス、 ふとん乾燥サ ー ビス、 介護機器 ・ 日常生活用具の支給、 住

宅改造 ・ 設備改善サ ー ビスなどがあり、 自宅外（通所ないし短期入所施設）で提供される

ものには、 デイサ ー ビス、 デイ ・ ケア ・ サ ー ビス、 ショートステイサ ー ビス、 リハビリテ

ーション ・ サ ー ビスなどがある。 なお、 長期滞在型施設での入所ケアは含まない。 また、

通院 ・ 外出の付添サ ービスや移送サ ー ピス、 緊急通報システムなども整備されつつある。

最近では、 24 時間巡回型のホ ームヘルプ（介護型）サ ービスが開始され、 24 時間型の

在宅介護態勢が整備され始めている。

家族介護者に対する主要なサ ー ビスとしては、 介護相談やサ ービス利用相談などの各種

の相談に応じる相談 ・ 助言サ ービスやホ ームヘノレプ ・ サ ー ピス、 介護手当のほか、 デイサ

ー ビスやショートステイサ ー ビスのような休息を提供する「レスパイト ・ ケア」サ ー ビス、

介護知識や技術を学ぶ介護者教室などがある。

( 2）インフォーマノレな在宅ケア ・ サ ー ビス

「インフォーマノレな在宅ケア ・ サ ー ビスjとは、 要援護者が自宅で生活し続けることが

できるように、 要援護者とその家族援護者に対して、 インフォーマノレ ・ セクタ ーの人々、

すなわち家族、 親族、 友人、 近隣の人々によって提供される介護や家事、 物的 ・ 精神的援

助サ ー ビスのことをいう。

要援護者のケアは、 第一義的には家族が担っている。 身近にいる家族が要援護者のニ ー

ドに最も柔軟に対応し、 多種多様な実際的 ・ 精神的ケアを提供していることは周知の事実

である。 家族 ・ 親族以外の友人や近隣の人々が、 要援護者の実際的なケアにあたっている

ケー スは極めて稀であることが我々の調査（第5章を参照）から明らかになっているが、

家族援護者に対してはある程度の支援、 とくに精神的 ・ 情緒的支援を提供していることが

判明している。 要援護者と家族援護者の社会的孤立を防ぎ、 社会的統合を図るためには、

インフォーマ／レ ・ セクタ ーからの援助 ・ 支援は必要不可欠である。

インフォ ーマノレ ・ ケアは、 個人的な繋がりに基づくケアであり、 ケアを受けている人自

身のために提供されるものであるところに特徴がある。 また、 必要な時に必要な援助がな
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られた社会関係ネットワ ークJ (Bender, 1978,p. 7）と定義することを提案している。 そ

れは相互のアクセス（mutual access）と相互支援（mutual support）によって特色づけ

られるものであり、 地域性は重要ではなくなる。 金子は、 地域性は地域福祉の外的要因と

はなっても内的要因にはなりにくいとして、 地域福祉に直結する コ ミュニティを「関係の

相互性、相互依存性、互恵性Jから位置づけておくことは有効であろう」（金子，1993,p.251) 

と結論付けている。

地域福祉およびケアにとっては、 相互作用 ・ 関係から コ ミュニティをとらえることが有

益であるが、 金子の指摘どおり、 そうした関係およびそれに伴う一 体感は地域性を必要条

件としないものである。 したがって、 特定の地理的範域内で相互援助的な関係をっくりだ

し、 連帯感を形成しようという地域福祉（＝福祉 コ ミュニティ）のねらいは、 社会学者か

らみると、 過去への郷愁かロ マ ンチックな幻想でしかないだろう。

しかし、 地域福祉はそれを形成しようというのである。

そのためには、 地理的範域をアプリオリに設定して、 その中の社会的関係を扱うのでは

なく、 個々人の社会的関係のネットワ ークが特定の地理的範域内にどの程度あるか、 ある

いはその外側にどの程度あるのかをみていく方が有効であろう。 実際、 パークレイ報告な

どもそうしたアプロ ーチをとっているとみることができる。 また、 ブノレマーもそうした方

向転換が生じていると指摘している（Bulmer,1987,p.30）。

また、 もう1つの要素である共通関心ないし一 体感（あるいは連帯感、 感情的結合）も

コ ミュニティ形成にとって見逃せない不可欠の要素である。 マ ッキー ヴァ ーは、 コ ミュニ

ティ意識（community sentiment）を次の3つの要素から成り立つものであるとしている

(Maclver,1917；松原，1978,p.28）。 すなわち、 「われわれ意識（we-feeling) J 「役割意

識（role岨feeling)J 「依存意識（dependency問 feeling）」 であるとしづ。 「われわれ意識J

は、 統一 体に参加しているという共有の感覚であるとされ、 共同利害関心をもって、 集団

生活を送っているところであればどこでも生じるものであるという。 「役割意識J は、 位

置ないし持ち場の感情であり、 相互交換が行われる社会的場面で自分の果たすべき役割を

さとるものであるという。 「依存意識Jは、 生活上の必要条件であり、 物への依存と他人

への心理的依存の両方を含むものであるとされる。

こうしたコミュニティ意識、 あるいはケアや相互援助という共通関心に基づく連帯感

がどのように形成されるかについては、 ウイノレモット（Peter Willmott）が示唆を与えて

くれている（Willmott,1984,pp. 6・7）。 1つは、 特定の地域内の人々の聞の相互作用が多

ければ多いほど、 コ ミュニティ意識が強まるという。 2つには、 利害関心や価値が隣人や

住民の間にどの程度共有されているか、 3つ目は、 人々が同一地域に居住していると認識

し、 それに愛着をその程度感じているかによるという。 第1と第2は、 長期間の居住やそ

の地域内の親族ネットワ ークの存在、 地域の利害集団の活発な活動などによって育成され

るという。 また、 不幸を共有することも コ ミュニティ意識を高めるる要因となることが知

52 



られている（Abrams, 1980）。

重要なことは、 地域福祉および福祉コミュニティの視点からは、 ケアと相互援助という

共通関心をもち、 小地域に根差したインフォ ー マノレな社会関係ネットワー クに着目する必

要性のあることが示唆された点である。
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第5章

第1節

福祉コミュ ニ ティ形成主体の活動と意識

要援護高齢者の在宅ケア ・ サー ビス提供主体の実態

1. 在宅ケアの担い手に関する調査の概要

在宅ケアの実態については、 東京都老人総合研究所が「老人保健福祉計画J策定の基礎
資料とするために、1991 ～1992年にかけて東京都町田市、 群馬県前橋市、 長野県諏訪郡

の3地域で実施した「高齢者保健福祉調査Jから得られたデー タを用いて分析する。 この

調査（以下、 インフォ ー マル ・ ケア調査と呼ぶ）は、 計画の基礎となる高齢者のニードを

把握 ・ 測定することを目的としているため、 当該地方自治体の行政範域内に居住する高齢

者全体を包含する代表性のあるデー タであること、 ニ
ー ド構成要件の中に高齢者の心身の

障害の程度ばかりでなく、 家族の介護力（＝家族介護者の介護支障の程度）を加えたもの

であることなどに特徴がある。 したがって、 当該地域内全体をカバー する在宅ケアの実態

を把握できるという大きな利点がある。 ただし、 ひとり暮らし高齢者については、 諏訪郡

を除いて町田市、 前橋市では市が別立ての調査を行ったため、 本調査の対象からは外され

ている。 因みに、 ひとり暮らしも含んだ諏訪郡の調査では、 ひとり暮らしで、 かつ心身の

障害を有する高齢者は1 7人、在宅の障害高齢者の2.8%であることが明らかになっている。

そのうち、 実際に何らかの介護を受けている人は6人であり、 残りの11 人は障害を有し

ながらも誰からも介護を受けていなかった。 これらの高齢者は障害の程度が軽いこと、 介

護を受けている場合も心身のいずれかの障害が中度以下で、 重度ではないこと、 そして、

6人中5 人までが15 分以内のところに主介護者（娘ないし嫁）がいること、 2人は介護

を手伝う副介護者（娘と夫）もいることが判明している。 普遍化はできないが、 心身に障

害をもつひとり暮らし高齢者のうち約35%がケアを必要とし、その提供者は家族・親族で

あるということが知見として得られている。 以下の分析では、 ひとり暮らし高齢者を除く

ことにする。

さて、 在宅ケア調査の対象と方法は次のとおりある（表5 一1) 

調査の対象は、 町田市、 前橋市、 諏訪郡の3地域の在宅の障害高齢者とその介護者であ

る。 調査は、 まず各市に居住する65歳以上の高齢者（住民台帳記載者）の中から町田市

と前橋市では3分の1、 諏訪郡では全員を対象として「障害高齢者jを抽出するためのス

クリ ー ニング調査（第一次調査）を行った。 次に、 抽出された「障害高齢者」の介護者を

対象に、 高齢者と介護者の状況を詳しく尋ねる本調査（第二次調査）を行うという2段階

方式で実施された。

調査の方法は、 第一次調査が郵送調査または留置調査、 第二次調査が訪問面接調査であ

る。 調査の時期は、 一次調査が町田市で1992年8月、 前橋市で1992年5月、 諏訪郡で

1991年8 ～9月、 第二次調査が町田市で1992年11月、 前橋市1992年9月、 諏訪郡11

～12月である。 なお、 有効回収率は、 第一次調査が町田市91 .2%、 前橋市92.4%、 諏訪

郡83 .2%であり、 第二次調査が町田市91.2%、 前橋市87.0%、 諏訪郡84.4%であった。
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「障害高齢者jとして抽出された高齢者は、 町田市439 人、 前橋市69 3 人、 諏訪郡608

人であったが、 こ こでは、 高齢者が誰からも介護を受けていないケースと諏訪郡調査のひ

とり暮らし高齢者を除いて、町田市435人、 前橋市 671 人、 諏訪郡538 人の計1,644人を

分析の対象とする。

表5-2は、 分析の対象とした高齢者の基本属性および心身の障害程度を示したもので

ある。 身体障害の程度を判定するために用いた基準は、 表5-3に示したとおりである。

表5-4は、 精神障害の程度を判定するために用いた基準である。 精神障害の有無と程度

を判定する「痴呆の疑いのチェックリストJは、 大量調査で使用できるものがないため、

東京都老人総合研究所精神医学部門の木間昭研究部長の協力を得て新たに開発した （東京

都老人総合研究所社会福祉部門，1996,pp. 12 3-129） 。 このチェックリストは、 家族がチェ

ックするものであり、 精神科医の診断によらないことから、 あくまでも「痴呆の疑しリが

あるか否かをチェックするものに過ぎない。 しかし、 この開発により、 身体障害ばかりで

なく、 精神障害もあわせて「障害高齢者jを抽出することが可能になった。

調査対象となった介護者の基本属性は、 表5-5のとおりである。

2. 介護者の状況

(1） 介護の主たる担い手

まず第 ー に、 心身に障害を有する在宅の高齢者が誰からどのようなケアをどの程度受け

ているのか、 第二に、 家族が主介護者である場合に、 その主介護者は誰からどの程度介護

支援やソ ー シヤノレ ・ サポ ートを受けているを受けているのかを明らかにする。

何らかの介護を受けている「障害高齢者Jのうち、 主に家族・親族に介護されている人

は、町田市では43 1 人（98.2%）、前橋市では 667人（96.2%）、諏訪郡では537人（90.9%)

であった。 家族 ・ 親族以外の人に主に介護されている人は、 町田市では4人 （0.9%） 、 前

矯市では4人 （0.6%）、 諏訪郡では 1 人 （0. 2%）と非常に少なかった。 その内訳をみる

と、 町田市では、 ホ ー ムヘノレパ ーが2人、 家政婦が1人、 その他が1人、 前橋市では、 ホ
ー ムヘルパ ーが1人、 その他が3人、 諏訪郡では、 「民生委員、 町内会 ・ 婦人会の役員」

が1人となっている。 「フォ ー マノレ ・ ケアJに分類されるホ ー ムヘノレパ ー や家政婦に主に

介護されている人は、 町田市で0.7%、 前橋市で0. 1%ときわめて稀であることがわかった。

また、 近隣の人が主介護者になっているケースは諏訪郡の1例のみであった。 「その他J

は、 具体的には住み込みのお手伝いさんなどであった。

以上から、在宅の障害高齢者の介護は、 家族 ・ 親族による「インフォ ー マノレ ・ ケアjに

圧倒的に依存した介護であることが判明した。なお、前述したとおり、 これらの調査は「保

健福祉計画Jの基礎となる介護ニ ー ドを可能な限り厳密に把握することを目的としたもの

であり、 諏訪郡は悉皆、 他の2地域も代表性のあるサンプノレで、 しかも高水準の回収率を

確保したものである。 したがって、 当該地域のほぼ正確な高齢者介護の現状を反映したも
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地域間の有意な差は認められなかった。 主介護者がIll「田市では配偶者、 前橋市と諏訪郡で

は嫁が相対的に多いという差があったにもかかわらず、 年齢で、は有意な差は認められなか

った。 嫁といっても、 すでに高齢者である人がかなりいることを物語っている。

(3 ）副介護者の属性

主介護者のほかに、 介護を主に手伝っている人（副介護者）がいるのかどうかをみてお

こう。 副介護者が九、るJは、 町田市で7 4.9%、 前橋市で71.2%、 諏訪郡で7 4.1%であ

り、 反対に「し、なしリは、 町田市で25.1%、 前橋市で28.5%、 諏訪郡で25.7%であった。

地域差は認められなかった。

副介護者がいる場合に、 家族 ・ 親族かそれ以外かをみておくと、 圧倒的に家族 ・ 親族が

多く（町田市96.0%、 前橋市96.0%、 諏訪郡97.8%）、 家族親族以外は、 町田市で13 人

( 4.0%）、 前橋市で 17 人（3.5%）、 諏訪郡で8人（2.0%）にすぎなかった。 家族・親

族以外の内訳をみると、 町田市ではホ ー ムヘノレパ ー が 10 人、 家政婦が2入、 近隣の人が

1人であった。 前橋市ではホ ー ムヘノレバ ーが6人、 訪問看護婦が1人、 家政婦が7人、 近

隣の人が2人、 その他が1人となっており、諏訪郡ではホ ー ムヘノレバ ー が3人、訪問看護

婦が2人、家政婦が3人であった。 フ ォ ー マル ・ セクタ ー の職員が町田市で1 2人（3.7%）、

前橋市で1 4人（2.9%）、諏訪郡で8人（2.0%）であった。 近隣の人々が介護に係わって

いるのは、合せてもわずか3ケ ー スに過ぎなかった。

家族 ・ 親族の副介護者に絞って、 続柄をみておくと（図5-3）、 町田市では、 相対的

に多いのが息子と娘、 その他の親族（孫などを含む）である。 前橋市もほぼ同様であった

が、 諏訪郡では、息子の割合がやや高く、 娘の割合がやや低い。 諏訪郡は、 主介護者が嫁

の割合が高かったことから、 その夫、 すなわち高齢者からみると「息子jが副介護者にな

っている割合が高くなっているものと思われる。

副介護者の性別をみると、町田市では、男性が26.7%、女性が 45.2%であった。 女性の

割合が高いが、 主介護者と比べれば、 男性の割合が若干高くなっている。 この割合は、 前

橋市と諏訪郡でもほぼ同様である。

副介護者の年齢は、40歳代が最も多く（町田市20. 4%、前橋市21 .4%、諏訪郡1 8.4%）、

次いで50歳代が多い（町田市17.1%、 前橋市1 6.9%、諏訪郡16.8%）。 この傾向は3地

域ともほとんど変らない。 息子や娘が多いことを反映したものといえる。

(4) 刷高lj介護者の有無と属性

一般的には、 介護を手伝ってくれる人が多いほど、 主介護者の負担は軽減されると考え

られるが、 主と副の介護者のほかにも、 介護を手伝う第3の人（ 副副介護者）がいるのか

どうかをみておく。 町田市では、「し、るjが27.6%、「し、なしリが72. 4%であった。 3分

の2は「し、なしリことがわかった。 前橋市でも同様な傾向が認められたが、 諏訪郡では、

Iし、る」割合が高く、 半数（5 4.7%）を超えていた。 第3の介護者の有無からみる限りで

は、 郡部である諏訪郡の方により厚い介護態勢がある。

jj
i
－
－

j
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なお、高lj副介護者の続柄をみておくと、町田市では、最も多いのは息子であり（37.0%）、

次いで娘（30.2%）、 孫（23.5%）の順であった （ 以上、 複数回答）。 高lj副介護者には、

ホ ー ムヘルパ ー や保健婦 ・ 訪問看護婦、 家政婦、 民生委員などの「フォ ー マル ・ ケア」 の

担い手が合せて14.3%、家族 ・ 親族以外の「インフォ ー マル ・ ケアJの担い手である隣人 ・

知人が 4.2%が含まれている。 しかし、 これらすべてを合算しても副副介護者中の2割に

も満たず、 在宅介護は、 家族 ・ 親族に圧倒的に依存した介護であることを示している。

3 介護状況

(1）介護の内容

高齢者は、 家庭でどのような介護を受けているのだろうか。 図5-4は、 高齢者が受け

ている介護の内容をグラフに示したものである。

町田市では、 多いのは「炊事 ・ 洗濯 ・ 掃除・買物などの家事Jの88.3%、 「その他の家

事J の74.7%、 「外出の付添jの72.4%、 「その他の身の回り世話jの 64.1%、 「入浴

の介助Jの61. 6%などであった。 家事やその他の身の回りの世話が多いのは、 直接的な介

護よりも日常生活を営むための支援がまず必要になるからであろう。 直接的な介護では、

外出や入浴の介助が多く、 最も少ないのが「食事の介助J (27.1%) であった。

前橋市では、 多いのは「炊事 ・ 洗濯 ・ 掃除 ・ 買物などの家事Jの74.2%、

の68.4%、 「その他の身の回りの世話jの64.1%、 「着替えJ の61.0%、

「入浴の介助J

「外出の｛寸添J

の53.8%などであった。 町田市に比べると、 家事の割合が低いが、 これは、 前橋市調査で

は介護の内容をあげて複数回答してもらう方式をとったため、 回答洩れや勘違い、 世話を

していないという回答に流れたりしたのではなし、かと推測された。 そこで、 町田市調査で

は、 介護の内容の各項目ごとに行っているか行っていないかを尋ねる方式に変更した。 回

答漏れや勘違いを減らし、 より正確な回答が得られたものと考える。 諏訪郡では、 介護内

容を具体的に尋ねていないので、 残念ながら知ることができない。

なお、 高齢者の障害の程度との関連をみておくと、 心身の障害が重くなるほど「外出の

を除いたすべての項目で介護を受けている割合が顕著に高くなる傾向が認められた。付添j

ところで、 町田市調査では、 こうした家事や身の回りのお世話の外にも、 家庭で行って

いる看護について尋ねている。 「薬の管理jの4 6.9%、 「耳 ・ 鼻・ つめ・ ひげの手入れ」

の44.0%、 「顔 ・ 手足を拭くjの28.7%、 「陰部 ・ お尻を拭くjの27.8%などが比較的

多く行われている看護であった。 また、人数は少ないが、「床ずれ（じよく搭）の手当て」

が28人 ( 6.4%）、 「尿カテーテノレの管理jが7人（1.6%）、 「経管栄養の管理J が 5

人 ( I.I%）、 「在宅酸素の処置jが3人（0.7%）いる点も注意しておきたい。

(2）介護の程度

主介護者および副介護者は、 障害高齢者をどの程度介護しているのかをみておこう （図

5 - 5) 
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主介護者が「毎日かかりっきりでお世話している」のは、町岡市では22.3%であった。 「か

かりっきりではないが、 毎日お世話しているJの49.9%を加えると、 7割は毎日お世話し

ているという結果であった。 前橋市と諏訪郡では、 毎日お世話している割合がさらに高く、

9害rJとなっている。 ただし、 前橋市と諏訪郡では、 高齢者の「身の回りのお世話jという

表現で尋ねているので、 町田市の「歩行や着替え、 入浴、 排世などのお世話jという直接

的な介護に絞ったものより、 若干高い数字になったのではなし、かと推測される。

いずれにしても、 毎日かかりっきりで介護している主介護者が2～3割し、る点は注目し

ておきたい。

なお、 高齢者の障害の程度別にみたところ、 3地域とも「毎日かかりっきりでお世話し

ているJのは、 重度の身体障害で明らかに多く（町田市55.9%、 前橋市57.1%、 諏訪郡

4 2.4%）、 重度の痴呆障害と比べても2倍以上の高い割合を示していた。 重度の痴呆障害

および中 ・ 軽度の身体障害で、は、 「かかりっきりではないが、 毎日お世話しているJが多

かった。

介護の程度は、 当然のことながら、 高齢者の心身の障害程度に大きく影響されることが

確認された。

次に、 高rJ介護者が介護にかかわっている程度についてもみておこう。 （図5- 5）、 町

田市では、 最も多いのが「週1日かそれ以下jの25.5%であり、 次いで多いのが「かかり

っきりではないが毎日」の23 .5%であった。 「毎日かかりっきりJはわずか2.9%であり、

「かかりっきりでないが毎日jを合せても、 毎日かかわっている人は2.5 割に過ぎなかっ

た。 前橋市では41 .9%とやや高くなっているが、主介護者に比べて副介護者が毎日かかわ

っている割合はかなり低いといえる。 それだけ、 主介護者の負担が大きいことを示すもの

といえよう。

4. 家族介護者への介護支援

(1）主介護者への介護支援者の有無

前節で明らかにしたとおり、 ひとり暮らしを除いた要介護高齢者の9割強は家族によっ

て介護されていた。 家族の小規模化、 女性の雇用化の進行などにより、 家族の介護機能は

弱まってきているとはいえ、 未だ、 家族が高齢者介護を担っていることがわかった。 在宅

ケアの実態は、 結局のところ、 家族による介護であった。 家族介護は、 家族の中の特定の

人に大きな負担と犠牲を強いることは負担感研究の展開過程で明らかにされてきた。

(Horowitz, 19 85；中谷， 19 8 1, 199 2, 1996；中野， 1996; Zarit et al., 19 80; Zarit et al., 19 86) 

近年、 デイサ ー ビスやショ ー トステイサ ー ビスのような介護者の介護負担の軽減を図る

ことを目的とした公的な「レスパイト ・ ケアJサ ー ビスの発展が目覚ましい。 しかし、 介

護者の「生活の質Jは、 介護負担の軽減ばかりではなく、 親族や友人、 近隣の人々などの

他者との交流や付き合いにかかる部分が大きい。 介護者が社会的に孤立せず、 家族 ・親族
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の 一 員として、 あるいは友人や近隣の人々などの社会的ネットワークの一員として受入れ

られ、 支援され、 統合されているかどうかが重要である。

そこで、まずは介護者が誰からどのよ う な 介護支援を受けているかを明らかにする。 図

5-5は、 介護態勢をみた ものである。 町田市では、 24.8%が 「主介護者のみjで介護し

ていて、 介護を手伝う人がいなかった。 副介護者1人だけが 手伝っている のは、 約半数の

47.8%であった。 残りの27.4%には、高lj介護者の他にも介護を手伝う副副介護者がいた。

これに対して、 諏訪郡では、 手伝う人がいない割合は19.1%と少なく、 代って、副介護

者の他にも副副介護者がいるケ ー スが最も多かった（48.3%）。 諏訪郡の方が 支援規模が

大きいことが読み取れる。 前橋市は、 両者の中間であるが 、 手伝う人がいない割合は、

地域の なかで最も高かった（28.3%）。

介護を手伝う人がいる場合の人数をみておくと、 「 1人jが最も多く、町田市では63.6%

前橋市では52.4%、 諏訪郡では46.8%であった。 一方、 「 3人以上jは、町田市で17.5%、

前橋市で16.8%、諏訪郡で36.7%とな っており、諏訪郡に比べて町田市や前橋市の方が 主

介護者に対する 介護支援規模が小さいことが明らかである。

都市化された 地域では、 家族 ・ 親族内の代替介護者が少なく、

弱である とみて よいのではないだろうか。

(2 ）主介護者の特性別にみた 介護支援態勢

家族介護の 態勢はより脆

介護支援態勢は、主介護者が誰か、

きく影響される ものと予想される。

また 、どのよ うな家族構成で、あるかなどによ って大

そこで、 主介護者の性、 年齢、続柄、 世帯類型などの

特性と介護支援態勢との関係をみておくことにしたい。

まず、 主介護者の性別にみた ところ、 有意な差は認められなかった。 介護を手伝う人が

いない割合は、 男女とも2～3割で、 3地域ともほぼ同様であった。

主介護者の年齢別にみると、町田市の場合、 手伝う人がいないのは 「40歳代以下J では
17.3%である のに 対して、 「60歳代jでは30.2%、 「70歳代以上J では32.9%とな って

おり、 高年齢層の方にいない割合が高い。 前橋市でも同様な傾向がみられたが、 有意では

なかった。 諏訪郡では顕著な傾向 は認められなかった。

次に、 介護者の続柄別にみる と、 手伝う人がいないのは、町田市と前橋市では 「配偶者」

（町岡市38.9%、 前橋市35.7%）、 「 息子（配偶者な し）J （町田市35.8%、前橋市42.1%）、
「 娘（配偶者なし） J （町田市38.9%、 前橋市32.0%） に多かった。

一方、 諏訪郡では、 手伝う人が いないのは 「 息子 （配偶者なし） J (38.9%） や 「娘（配

偶者なし） J (41.2%） では多かった が 、 「配偶者」 (22.2%） では相対的に少なかった。

な お 、 「 嫁Jの場合は、手伝う人がいない割合が3地域とも相対的に低かった（町田市13.0%、

前橋市21.9%、 諏訪郡13.4%)

さ ら に、世帯類型別にみると、 手伝う人がいない割合 は、町田市の場合 「 高齢者夫婦

のみJ世帯で45.0%、配偶者のいない子 と同居している 「 無配偶子；同居 j世帯で41.5%と
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高く、 「有配偶子同居J世帯では、12.7%と少なかった。 他方、 副高lj介護者もいる割合は、

「有
ー
配偶子同居j世帯で32.5%と高かった。 前橋市と諏訪郡では、 この傾向が一層明白で

あった。 なお、 佐帯類型は高齢者からみたものであるが、 ここでは、 主介護者が別居して

いたケ ース（町田市上前橋市3、 諏訪郡1）を除いたので、 高齢者と主介護者は同一世

帯類型に属していることになる。

図5ー 7は、介護を手伝う人の人数を世帯類型別にみたものである。 「高齢者夫婦のみJ

世帯と「無配偶子同居J 世帯に比べて「有配偶子同居J世帯の方が手伝う人が「し、る」割

合が高く、 3人以上いる割合も高い。 介護を手伝う人の人数は、 世帯規模との関係が強い

ようである。 参考までに、 世帯類型別平均世帯人員を表5-6に示しておく。

以土から、 介護支援態勢は、 「配偶者Jや配偶者のいない「息子Jゃけん 、 「高齢者

夫婦のみJ世帯や「無配偶子同居j世帯で薄く、 反対に「嫁」や「有配偶子同居」世帯で

相対的に厚いことがわかった。

(3）緊急時の代替介護者

主介護者が、 もしも急病や外出などで高齢者の世話ができないような状況になった場合、

代りに世話を頼める家族、 親戚、 知り合いの人がいるかどうかをみた。

町田市では、 「1～ 2日J頼める人がいるが76.6%、 「1～ 2日の夜間jも頼める人が

いるが61.5%、 さらに、 「1週間程度」でも頼める人がいるが40.4%、 「1週間程度の夜

間jでも頼める人がいるが 4.9%であった。 6～ 7害lj強が1～ 2日なら頼めるということ

は、 裏をかえせば、 3～ 4害1Jは1～ 2日すら頼めないということになる。 さらに、 1週間

程度の夜間もとなると、 ほとんどが頼めないことが判明した。

前橋市では、 「1～ 2日の昼間Jのみ頼める人がいるが68.0%、「1～ 2日の夜間のみ」

頼める人がいるが56.2%、 「1週間程度（昼夜間）J頼める人がし、るが52.5%であった。

やはり、 3～ 4割強は1～ 2日すら頼めないという結果であった。

1～ 2日すら頼めない人はどのような人たちであろうか。 町田市では、 「高齢者夫婦の

みJ世帯の配偶者と「無配偶子同居」世帯の娘や息子に多かったが、 前橋市では、 配偶者

では少なく、 「無配偶子同居」や「有配偶子同居 ・ 孫なしjの娘や息子に多かった。 この

ことから、 頼めない人の多くは、 世帯規模の小さい世帯の介護者であることが読み取れる。

これらの主介護者は、 緊急時の支援が得られない脆弱な介護態勢下で介護を続けているわ

けであるから、 緊急時にはいつでも柔軟に対応できる社会的な介護支援体制の確立が必要

となろう。

5. 主たる家族介護者に対するソ ー シヤノレ ・ サポ ー ト

(I）ソ ー シヤル ・ サポ ー ト測定スケ ーノレ

次に、 高齢者介護に直接係わらない支援ではあるが、 主介護者が自分の生活を維持して

いくうえで有益な社会的支援（ソ ー シヤノレ ・ サポ ー ト）についてみておこう。 家族・親族
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や友人 ・ 近隣の人などからのサポ ートは、 主介護者のストレスや介護負担感を軽減し、 健

康や生活の質の維持 ・ 向上に役立っと考えら れ て い る（中野，1996；野口，1991・

Norbeck, 1985）。 主介護者に対するソ ー シヤノレ ・ サポ ートの現状を明らかにしておきたい。

なお、 ここでは、 主介護者が家族、 親族で、 しかも調査回答者本人であるサンプルのみを

分析の対象とした。

さて、 ソ ー シヤノレ ・ サポ ートの測定に用いたス ケ ーノレは、 野口（1991）が開発したス ケ

ーノレを短縮したものである。 このス ケ ーノレは、 「情緒的サポ ートJと「手段的サポ ートJ

「ネガティブ ・ サポ ートJの3次元、 各4項目について、 「同居の家族j「別居の親族」

「友人 ・ 知人 ・ 近隣の人jの3提供主体からのサポ ートが入手可能かどうかを尋ねるもの

である。 我々の調査では、 表5 ー7に示したとおり、 情緒的サポ ー ト2項目と手段的サポ

ート2項目の計4項目に絞って、 それぞれ①同居の家族、 ②別居の親族、 ③友人、 知人、

近隣の人の中にサポ ート提供者がいるかどうかを尋ねた。 サポ ート提供者がいる場合に1

点とし、 合計点および平均点を算出した。

情緒的サポ ートとは精神的な援助であり、 手段的サポ ートとは用事を頼んだり、 お金を

貸してもらうなどの実際的な援助を指している。 また、 このスケ ーノレは、 実際にしてもら

ったかどうかではなく、 してもらえると期待できるかどうかの「入手可能性の認知

(perceived availability）」を測定するものである。 ソ ー シヤノレ・ サポ ートが得られると

思うことで、 安心感や情緒的安定が得られることは経験的に知られていることであり、 ま

た、 実際に受領したサポ ートのみに限定すると一定期間内に必要が生じなかったり、 元々、

提供者を欠 いていたりして非該当になるケ ースが多数生じる恐れがあることなど
、
から、 こ

のスケ ーノレを採用することにしたものである。 また、 項目を絞ったのは、 調査票全体のボ

リュ ー ムを圧縮する必要があったからである。

なお、 本来のスケ ーノレは尺度としての信頼性、 妥当性を満たしていることが確認されて

いる。 短縮版スケ ーノレについては、 内的一 貫性を示すα係数は、 表5-8に示したとおり

である。 い ずれも、.7～ .8の値を示しており、 スケ ー ルの信頼性は確保されているとみて

よいであろう。

(2）ソ ー シヤノレ ・ サポ ートの有無

表5 ー 7は、 サポ ートの内容項目と提供者別に得られると回答した割合を示したもので

ある。

情緒的サポ ー トでは、 2 項目3提供主体の全てにわたって6割以上がサポ ー ト提供者が

「し、るJと回答している。 とくに「元気づけてくれる人jが「同居家族jおよび「別居の

親族jの中に 九、るjと回答した人は、 町田市と前橋市で7割、 諏訪郡で8害ljという高い

割合を示している。 一方、 手段的サポ ートでは、 2項目とも「同居家族Jからは6割以上

が期待できると回答しているが、 「別居の親族jからは町田市と前橋市で6害ljを切ってお

り、 若干少なくなっている。 さらに、 「友人 ・ 知人・近隣の人」からのサポ ートは 一 層少
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なく、 とくに「病気で数日寝込んだ時の 看病」では、 町田市で24.6%、 前橋市で19.6%

諏訪郡で38.1%と少なかった。 手段的サポ ー トは情緒的サポ ー トよりも得られる割合が低

く、 しかも、 家族 ・ 親族以外からはあまり期待できない ことが判明した。

なお、 興味深い ことに3地域で有意な差がみられ、 サポ ー ト提供者が「し、るJ割合は、

町田市で最も低く、 次いで前橋市、 諏訪郡の順で高くなっていた。 町田市よりも諏訪郡の

主介護者の方にサポ ー トしてくれる人が多いという結果であった。
一 方、 主介護者のうち、 ソ ー シヤル ・ サポ ー トが全く期待できないと回答している人は、

町田市で8人（1.9%）、 前橋市でl 9人（3.0%）、 諏訪郡で1人（0.2%）であった。 少

数とはいえ、 孤立している人がいることは注意すべきであろう。 この人たちの特性をみて

おくと、 最も多いのは配偶者で「高齢者夫婦のみ」世帯に属する人の9人であった。 次い

で多いのが無配偶の息子の5人、 そして3世代同居の嫁の 4 人、 3世代同居の配偶者の 3

人、 娘夫婦同居 ・ 孫なしの娘2人などとなっている。

(3）主介護者の特性別にみたソ ー シヤノレ・サポ ー ト

さて、 主介護者の うち、 サポ ー トを期待できる入、 あるいは期待できない人はどの よう

な人たちであろうか。 主介護者の 特性とソ ー シヤノレ・サポ ー トとの関係をみておく ことに

したい

表5一9は、 主介護者の性、 年齢、 続柄、 世帯類型、 介護態勢別に、 総合サポ ー ト の 得

点の平均値をみたものである。

3地域とも、 男性よりも女性の 方に平均値が高く、 女性の方にサポ ー ト提供者が多かっ

た。 年齢別では5 0歳代、 4 0歳代の方が6 0歳代以上の高年層に比べて多いこと、 続柄

別では配偶者や息子よりも嫁や娘の方に多いこと、 世帯類型別では「高齢者夫婦のみjや

「無配偶子同居j世帯で少なく、 「有配偶子同居 ・ 孫ありjや「有配偶子同居・孫なしJ

世帯で多い こと、 介護を手伝う人がいない人よりも手伝う人が多い人の方にサポ ー ト提供

者が多いことが認められた。 この差は、 ごく一 部を除いて、 し、ずれも有意であった。

次に、 サポ ー トの 種類別にみておくと、 情緒的サポ ー トでは、 総合サポ ー トの結果とほ

ぼ同様の傾向がみられた。 手段的サポ ー トでは、 主介護者の 性および年齢による有意な差

が一 部認められなかったが、 それを除けば、 総合サポ ー トと同様であった。 手段的サポ ー

トは実際的な援助に関するものであるだけに、 主介護者の基本属性の違い（個人差）より

も世帯類型や介護態勢の違いによる差の方が大きいようである。

さらに、 サポ ー トの提供者別にみると、 「同居家族」からのサポ ー トでは、 やはり主介

護者の特性による差がみられ、 総合サポ ー トの結果とほぼ同様であった。 「別居親族jか

らの サポ ー トでは、 主介護者の 性、 年齢、 続柄による差は認められず、 世帯類型や介護態

勢の一 部に有意な差がみられただけであった。 別居親族からの サポ ー トは、 主介護者が誰

であろうと、高齢者介護を間接的に支えるために提供されるものであるようだ。 一方、「友

人近隣Jからのサポ ー トは、 主介護者の基本属性との 有意な関連が認められたが、 介護態
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勢との関連は認められなかった。 別居親族からのサポ ー トとは対照的に、 主介護者との個

人的な関係により提供されるサポ ー トで、 高齢者介護に直接係わらないものであることを

示すものであろう。

以上みてきたことから、

れていることがわかった。

ソ ー シヤノレ ・ サポ ー トの多寡は主介護者の特性にかなり規定さ

サポ ー トを相対的に多く得られる人は、 女性、 5 0歳代以下の

中年層、 嫁や娘、 「有配偶子同居J世帯、 高iJ介護者や副副介護者がいる人であり、 反対に、

サポ ー トが得られにくい人は、 男性、 6 0歳代以上の高年層、 配偶者や息子、 「高齢者夫

婦のみj世帯や「無配偶子同居」世帯の人、 そして、 主介護者1人だけで介護している人

であった。

(4）ソ ー シヤノレ ・ サポ ー トが期待できないハ イリスク ・ グノレー プ

そこで、 ハ イリスク ・ グルー プを一層明確にするために、 主介護者の続柄と世帯類型を

組み合わせた9類型を作成して、 ソ ー シヤル ・ サポ ー トとの関係をみておくことにした。

表5-IOは、 町田市についての結果を示したものである。

まず、 情緒的サポ ー トをみると、 「同居家族Jからのサポ ー トは、 配偶者のいない娘と

同居している世帯で娘が主介護者であるケ ー ス（以下、 「娘無配偶子同居」と略す）で最

も少なかった。次いで高齢者夫婦のみの世帯で配偶者が主介護者であるケ ース（以下、 「配

偶者高齢者夫婦のみ」と略す）、 さらに配偶者のいない息子と同居している世帯で息子が

主介護者であるケ ース （以下、 「息子無配偶子同居jと略す）で少ないという当然ともい

える結果が得られた。

r .5311居親族jからのサポ ー トでは、 息子ないし息子夫婦とその他の家族が同居している

世帯で主介護者が息子であるケ ース （以下、 「息子その他の世帯Jと略す）で最も少なく、

次いで「息子無配偶子同居」「娘無配偶子同居jの順で少なかった。 興味深いことに、 配

偶者が主介護者であるケ ースでは「高齢者夫婦のみ」世帯でさえ決して少なくなかった。

ただし、 有意ではなかった。

「友人近隣」からのサポ ー トでは、 「配偶者高齢者夫婦のみjと息子が主介護者である

ケ ー ス（「息子無配偶子同居Jと「息子その他の世帯J）で少なかった。

情緒的サポ ー トの合計でみると、 得点が最も低いのは「配偶者高齢者夫婦のみjであり、

次いで「息子無配偶子同居j 「娘無配偶子同居」であった。

次に、 手段的サポ ー トについてみると、 「同居家族jからのサポ ー トは、

者夫婦のみJで最も少なく、 次いで「娘無配偶子同居」「息子無配偶子同居J

かった。

「配偶者高齢

の順で少な

「別居親族jからのサポ ー トは、 「息子無配偶子「司居jで最も少なかったが、 有意な差

は認められなかった。

「友人近隣jからのサポ ー トは、 「息子その他の世帯jで最も少なく、 次いで「配偶者

高齢者夫婦のみJで少ないという結果であった。
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手段的サポー トの合計でみると、 得点が最も低いのは「配偶者高齢者夫婦のみJであり、

第2が「娘無配偶子同居j、 第3番目が「息子無配偶子同居」であった。

以上から、 ソー シヤノレ・サポー トを得られにくいハイリスク ・ グノレー プは、 「配偶者高

齢者夫婦のみ」「娘無配偶子同居J「息子無配偶子同居Jであるこということが確認でき

た。 高齢者夫婦のみの世帯で伴侶を介護している高齢の配偶者、 配偶者のいない娘あるい

は息子が同居 している世帯で親を介護 している娘ないし自、子、 これらの介護者は、 ソーシ

ヤノレ ・ サポー トがあまり得られない人たちであり、 脆弱な介護態勢の中で介護を行ってい

る。 フ ォー マノレな支援を最も必要としている人たちであるといえる。

以上みてきたとおり、 要援護高齢者の在宅ケアは家族・親族によるインフォーマル ・ ケア

であり、 しかも配偶者と嫁と娘の3者に依存 したケアであることがわかった。フォー マノレ・

ケアは極めて乏 し く、 友人 ・ 知人 ・ 近隣の人々からの介護支援はほとんどなかった。 わず

か に情緒的なサポー トがみられるだけであった。

家族 ・ 親族以外の「コミュニティによるケアjは、 実態がほとんどないことが明らかにな

った。
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第2節 ボランタリ ー ・ ケア ・ サ ー ビス提供主｛木の実態

1 . ボランタリ ー ・ ケアの担い手に関する調査の概要

次に、 視点を変えて ボランクリ ー ・ ケアの担い手の側から、 福祉コミュニティの形成主体

としての可能性を探ってみることにしたい。 近年、 従来のボランティアに加えて、 社会連

帯を基調としながらも有償 ・ 有料でサ ー ビスを提供する「住民参加型在宅福祉サ ー ビス団

体Jの参加者が増加している（吉村，1993,pp.58-61；全社協，1996）。 この「有償 ボ ランテ

イアJについては、 こ れまで少なからぬ批判があったが、 1993年、 中央社会福祉審議会は

「ボランティア活動の振興策方策についての意見具申」（平成5年7月2 9日）において

「受け手と担い手の対等な関係を保ちながら謝意や経費を認め合うことは、 ボランティア

の本来的な性格からはずれるものではないと考えるjとして、 認知 ・ 肯定する見解を示し

ている。 周知のとおり、 厚生省は、 来る超高齢社会への対応策の1っとして、 ボランティ

ア活動や福祉活動への有償型も含めた広範囲の国民の参加を促進するための振興策を打ち

出して、 支援に乗り出している（厚生省，1993,1994）。

そ こ で、 伝統的なボランティア活動と新しい有償民間型および有償公社型のボランティ

ア活動の参加者を対象に、 その特性と活動の実態、 意識の特徴、 ケアの担い手としての可

能性を探る調査（「ボランティア活動に関する調査J1994 年2月）を行った。 そのデ ータ

を用いて、 ボランタリ ー ・ ケアの実態を明らかにする。

この調査（以下、 ボランタリ ー ・ ケア調査と呼ぶ）は、 「無償型j「有償民間型J 「有

償公社型Jの3タイプ、 61クソレ ープ ・ 団体の参加者6 ,613人の中から、 概ね団体規模に応

じた割り当て法により抽出した820人を調査客体とし、 郵送調査方式で、 1994年3月に実

施した。 調査対象グル ープ ・ 団体は、 「無償型Jが昭島市社会福祉協議会ボランティア ・

コー ナ ー 登録団体（東京都）、杉並区社会福祉協議会ボランティア ・ コー ナ ー 登録団体（東

京都）、 熊本市社会福祉協議会ボランティア ・ コー ナ ー 登録団体（熊本県）、 寝屋川市民

たすけあいの会（大阪府）、 「有償民間型」が香川県老人福祉問題研究会（香川県）、 神

戸市ライフケアー 協会（兵庫県）、 小平いたわりの会（東京都）、 小平ひまわりの会（東

京都）、 「有償公社型jが昭島市社会福祉協議会在宅サ ー ビス公社（東京都）、 世田谷区

ふれあい公社（東京都）、 台東区おとしより公社（東京都）、 調布ゅうあい福祉公社（東

京都）である。

ここでいう「無償型」とは、 社会福祉協議会のボランティアセンタ一、 ボランティアコ
ー ナ ー にグノレ ー フ

。
登録して、 無報酬で福祉活動を行っている人、 すなわち従来型のボラン

ティアおよびグル ープ ・ 団体を指す。 「有償民間型Jとは、 会員相互の助け合い（連帯）

を基調として、 低額な料金（報酬）で主にホ ー ムヘルプサ ー ビスを提供する人およびその

団体を指す。 そして、 「有償公社型Jとは、 同じく会員相互の助け合いを基調として、 有

料（有償）のホ ー ムヘノレプサー ビスを提供する人および団体を指すが、 その団体の設立に

行政が関与し、 人的 ・ 財政的ノ《ックアップをしているものをいう。
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表5-11は、 3団体類型別にみた回答者の基本属性を示したものである。

ところで、 地域福祉活動の担い手として期待されている民間資源の1つに民生委員をあ

げることができる。 民生委員は、 来年、 制度創設80 年を迎える歴史のある制度 であり、

『制度創設5 0周年を期しての民生委員児童委員活動強化要綱』（1 967年）において 地域

福 祉の担い手とな ること が表明され て以来 、 そ うした活動を標楊してきた（ 全 社

協， 1968,pp.42 6 -434；全社協，1 977；全社協，1 987 ）。

民生委員は、 地域住民の中から選出され、 全国どこにでも配置されているという特異な

制度である。 厚生大臣の委嘱というお墨付きがあるが、 身分は名誉職の民間人であり、 住

民と行政との問のパイプ役を果たす「 ボランティア」であると位置付けられている。 ボラ

ンタリー ・セクター の重要な資源の1つであることから、 民生委員の活動と意識について

も実態調査を行った。彼らの福祉コミュニティ形成主体としての可能性を探るために、「無

償型J 「有償民間型J 「有償公社型」のボランティアと民生委員とのボランティアリング

意識や地域意識 ・ 態度などを比較分析する。

民生委員調査は、1 995年9月現在、 石川県金沢市民生委員 ・ 児童委員協議会に属する民

生委員および主任児童委員の全員（現員数802 人）を対象とした。 民生委員・児童委員協

議会を通じて調査票を配布し、 各民生委員が自記式で記入後、 回収用封筒に入れ、 封をし

て総務に提出 ・ 回収 するという方法を採った。 調査の時期は、19 95年9月下旬から10月

上旬の1カ月 間である。 有効回収票数は738票、 有効回収率は 92.0%であった。

回答が得られた民生委員の基本属性は、 表5-1 2に示したとおりである。

2. ボランタリ一 部門の活動の実態

(1）活動の内容

次に、 ボランタリ 一 部門によるケアの実態をみること にしたい。

図5-8は、 「無償型」 「有償民間型j 「有償公社型」の3団体類型別に参加者の活動

内容をみたものである。

最も多く行われている活動は、 「対象者宅を訪問して、 家事や介護などIを行うホ ー ム

ヘルプ活動であり、 次いで 「配食サー ビスの調理や配達など」を行う食事サービス活動で

あった。 元々、 「有償民間型Jや「有償公社型Jは、 ホ ー ムへ／レプ活動を中心とした在宅

福祉サー ビスを行うことを目的として設立された団体であることから、 ホ ー ムヘノレプ活動

を行っている人が多いことは当然予想された。 「有償民間型jでは7 9. 6%、 「有償公社型J

では84.0%という大半がホ ー ムヘルプ活動を行っていたが、 「無償型jではわずか13.7%

に過ぎなかった。

一方、 食事サー ビス にたずさわっている人は、 「無償型Jで多く（31.4%）、 「有償公

社型J (12.3%）と 「有償民間型j (3.6%）で、は少なかった。

その他に相対的に多く行われている活動は、福祉施設での活動（ 「介護の手伝いjと「介
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（介護が23.0%、 介護以外

「有償公社型Jでは少なかった。

ホ ー ムヘノレフ
。
のような直接的な在宅ケア ・サ ー ビスを提供しているのは、 主

に有償型のボランテイアであることがわかった。 伝統的な「無償型jのボランティアは、

福祉施設で、 の活動を中心に、 配食や拠点活動（物づくりや世話）や専門技術を要する活動

で多く「｝/W 償 ff J であったが、 やはり

と「有償民間型J

護以外の活動」を含む）

が24.8%)

以上から、

（点訳、 手話 、 理髪等）などの多様な活動を展開しているが、 直接的な在宅ケアにはあま

り係わっていないことが判明した。

(2）活動時間

次に、 こ れらのボランテイアが1カ月間に何時間くらい活動しているのかをみておこう。

なお、 現在、 活動を休止している人図5 一 9は、 活動時間を4分類してみたものである。

は分析の対象から除いた。

という長時間の活動を行っている人は、 で最も多く、「有償民間型J「月33時間以上j

は 7.9%と「無償型Jの14.7%であり、20.3%であった。 次いで多いのが「有償公社型J

「有償民間型Jでは45.9%最も少なかった。 こ れに「月17-32 時間以下」を加えると、

「有償公社型jでは36.4%であるのに対して、 「鑑「無償型jは18.2%に過ぎなかった。

(47.7%）を占め、 有償型のボランティアに比べ

て活動時間の短い人が多い。

有償型のボランティアの方がより長時間の活動を行っている点は注目しておきたい

(3 ） 報酬および交通費

活動に対して報酬や交通費の支払を受けているかどうかをみたものが、 表5-1 3であ

「有償民間

盤…

る。 報酬（報酬十交通費と報酬十時間貯蓄を含む）を受け取っている割合は、

型jで74.4%、 「有償公社型jで74.2%と高く、 「無償型Jでは12.6%と低かった。

では、 原則として報酬を受け取っていないはずであるが、 少数ながら報酬を受けて

いると回答した人たちがし、る。 各組織の責任者に確認したところ、 報酬はないとのことで

あった。 長年「無償型J組織で活動してきた人の中には、 ホ ー ムヘルパ ー の養成講座を受

講して、 新しく設立された「福祉公社」にも加入するケ ースがあるようである。

「無償型J以外の活動に対しての報酬が含まれているのではなし、かと推測されるが、 事実

は不明である。 なお、 「無償型Jでは、 交通費の支払を受けている人が15.4%おり、 報酬

ないし交通費の支払を受けている人は合せて3割近く及んだ。 こ のことは、 従来型のボラ

そうした

償型jは「月8時間以下Jの人が半数近く

償型j

ンティアでも3分の1近くは全く金銭を受け取っていないわけではないことを示す。

「時間の報酬を受けていない人のほとんどは、「有償公社型Jと「有償民間型」方

自分や家族がホ ー ムヘノレプサ ー ビスを必要とする時に備えて、

活動した時間分を積み立てておくものである。 最近、 時間貯蓄の将来の保障をより確実な

ものにすることをねらいとして、 類似団体の組織化が図られ、 注目されている（兼間

1993，全社協1993）。

をしていた。 将来、貯蓄I
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そのた
や

、民生委員の多くは、町内会の役員をはじめ極々の地域諸団体の役員を兼任して

ー
可能性が高い。そのことは、民生委員の立場からは地域の実情に精通で、きるという利

点が あるが、逆の立場の住民からみればごく少数の人に地域が牛耳られると感じる危険性

がないわけではない。
実際には、どの程度の役職 ・ 公職を兼任しているのだろうか。最も多いのは 「町内会」

の役員であり（36・8%）、次いで「社協」（34.1%）、「ボランテイア ・ グループ」（26.6%）、
「公民館j ( 18.4%）、 「婦人会j (12.2%）、 「善隣館j (11.4%）、 「老人クラブj

、

(9.2%） 、 「農協J (6.0%）、 「P TAJ (2.2%）の順で、あった。これら以外の「その他J
も17.2%あり、1つ以上の役職 ・ 公職を兼任している人は79.9%に及んだ。8割という多

数が、民生委員以外にも地域諸団体の役員として活動しており、地域のリーダー的存在で
あることがわかった。
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第2節 福祉コミュニティ形成主体の連携をめぐる議論と政策的展開

1. 連携の重視と政策化

福祉コミュニテイは、 その形成主体の聞に 一 体感や相互的な関係が生じることにより成

立するものである。 また、 各サ ー ビス提供主体がバラバラではなく、 相互に連絡 ・ 調整し

あうことによって、 ニー ドの全体に応えるより効果的 ・ 効率的なサ ー ビスが提供されるこ

とにもなる。 連帯や連携は福祉コミュニティ形成の鍵概念であるといえる。

そこで、 この点をめぐって、 どのような議論や政策が展開されたかをみておくことにす

る。

サ ー ビス開の連携については、 シー ボ ーム報告がコミュニテイの資源の最大限の活用を

シー ボ ームは、 予防を重視し、

コミュニティ内の相互援助

システムとの連携が必要不可欠であるとした。 人々は最大限、 社会サ ー ビスの計画や組織

提案した時から政策課題として認識されることになった。

家族をその社会関係の中において全体として援助するために、

提供の中に参加し、 また、 インフォ ー マノレには「よき隣人Jとして援助しあうことが求め

られ、 行政サ ー ビスはそうしたコミュニティ内部でのサ ー ビス網の中心ではあるが、 その

1部分でしかないと位置付けられた。

「もし種々のサ ー ビスが個人 ・ 家族およびコミュニティーの問題に対し包括的な範囲で

有効に対処しようとするのであれば、 地域内で、の諸ニー ドを明らかにし、 法令的であれボ

ランタリ ー なものであれ、 サ ー ビスと資源との全般的で計画的な調整がなによりも重要で

あることは明瞭であろう。 社会福祉部のスタッフは自ら自己充足的な単位とみなすのでは

なく、

ある。

むしろコミュニティーの内部におけるサ ー ビス網の一 部としての自覚を持つべきで

このようにして、 他のサ ー ビスあるいは個人との効果的な連絡調整やコミュニテイ

ーのニー ドをみたすための資源、 特にボランティアの動員は社会福祉部で、の行政の重要な

側面となるのであり、 それには内部管理に勝るとも劣らない特殊技術を要するのである。」

(Seebohm Report, 1968,para4 78，訳書，p. 162)

シ ー ボ ー ム報告以後直ちに、 異なるサ ー ビス聞の協同 ( co-operation) 

ordination) が最重要な政策テ ー マになり、 コミュニティ ・ ケアの達成は、

と連携 （co ・

サ ー ビス聞の

連携 に か か ってい る と みら れよう に な っ た ( DHSS, 197 1,pp.9- 10; DHSS, 1976,p. l; 

DHSS, 198 1;Jones, 1975,p. 154・82;Walker, 1982,p. 16・7）。

パ ー クレイ報告（1982）でも、 インフォ ー マル ・ ケア ・ ネットワ ー クとの連携を重視し、

その方法として「コミユ二ティ ・ ソ ー シヤノレ ・ ワ ー ク ・ アプロ ー チJを勧告したことは、

クライエントや親族、 近隣のすでに明らかにしたとおりである。 ソ ー シヤノレワ ー カ ー は、

人々、 ボランティアをパ ートナ ーとみて、 インフォ ー マル・ネットワ ー クに取って代るの

ではなく、それを開発し、活性化し、支持し、奨励することが役割とされた（Barclay Report, 

1982,para. 13.43,p.209）。

「我々は、 社会的ケアの授受にかかわる人々の聞にパ ー トナ ー シツプが開発される方法
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第2節 福祉コミュニティ形成主体の連携

1. サ ー ビス提供主体聞の連携の方策

福祉コミュニティを形成する上での第二の課題は、 サ ー ビス提供主体の聞の連携をどの

ように作り出すかである。 こ れには、 さらに2つの課題があることはすでに指摘したとお

りである。 1つはフォ ーマルなサ ー ビス提供主体聞の連携であり、 もう 1 つはフォ ーマル

とインフォ ー マルなサ ー ビス提供者の聞の連携である。 こ の2つのうち、 相対的には前者

の連携の方が容易であるといわれており、 いくつかの手法も開発されてきた。 すなわち、

共同計画、 共同財政、 窓口の一本化、 合同のケース会議、 そしてケアマネジメトなどであ

る。 また、 各機関の責任や権fl艮についての相互理解が重要であること、 その理解のうえに

はじめて連携が成立することも指摘されている。

こ の フ ォ ーマル ・ サ ー ビス提供主体の聞の連携は、 ケアマネジメントの手法の導入によ

って、 概ね出揃ったとみることができる。 今や、 サ ー ビス提供主体が連携の意欲をもって、

コミュニケー ションを密にとるかどうかにかかっていると思われる。

これに対して、 フ ォ ーマルとインフォ ーマルとの連携は、 コミュニティ ・ ケア政策の要

ともいうべきものであったが、 適切な手法や方策が理論的にも実践的にも十分に開発され

ていないといえる。 そこで、 まず、 具体的にどのような連携の方法 ・ 様式があり得るのか

を検討しておくことにしたい。

( 1 ） フ ォ ーマルとインフォ ーマルの連携の様式

ブルマー（Martin Bulmer）によれば、 フォ ーマルとインフォ ーマノレの関係に関する最

も楽観的な見解はリトワクとメイヤ ー（Eugene Litwak and Henry F.Meyer）によって形

成されたバランス理論であるという（Bumler,1987,p.180）。 かれらは、 ウェパ ー の官僚

制論とそのアンチテ ー ゼとしてのパ ー ソンズの核家族論を検討して、 官僚制組織と第 一 次

集団の双方の機能がほとんどの社会的課題を達成するためには必要不可欠であるとみてい

る。 なぜなら、 官僚制組織が十分に機能しえない課題領域、 すなわち、 ①課題が非常に単

純である、 逆に②複雑で特異である、 ③科学的な知識にかけるといった領域があるからで

ある。 そこに第 一 次集団の存在意義と協同（coordinate）の必要性が生じる。 課題達成を

効果的に行うためには、 両者が「遠からず近からず」の中点でバランスをとって協同する

が肝要であるという（Litwak and Meyer, 1966;Litwak, 1968；藤崎，1982）。

「最適社会統制（optimum social control）は、 官僚制組織と第一 次集団の関係が相互

にあまりに親しすぎず、 また孤立しすぎずの社会的距離の中点で、バランスをとる調整メカ

ニズム（coordinating mechanisms）が発達する場合に生じるようである。 この形成は多

様な調整メカニズムの重要性を認識する こ とを必要とする－一J (Litwak and Mayer, 1966,

p.38）と述べている。

こ の理論の弱点は、 フ ォ ーマノレ ・ ケアとインフォ ーマル ・ ケアの聞の相互作用について

は何も示していない点である。 また、 こ の2つのタイプのケアが必ずしもバランスをとら
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される必要もないと指摘されている（Bulmer,1978,p.181）。

関連するアプロ ー チとして、サスマン（Marvin Sussman）によるリンケ ー ジプロセス ・

モデルをあげることができる（Sussman,1977；藤崎，1982）。

官僚制組織と第 一 次集団は、 しばしば共通目標をもって活動するが、 その過程は不断の

調整、 抗争、 交換のプロセスとなる。 サスマンは、 こうした過程をリンケ ー ジと呼んでい

る。 また、 リンケ ー ジは時間的経過の中で生起することを強調して、 リンケ ージプロセス

モデルと称している。 リンケ ー ジ過程は、 個人左官僚制組織の間で直接的に生じることも

あるが、 多くは集団や組織などの媒介者が存在する。 両者の関係に影響を及ぼすリンケ ー

ジ集団には、 親族ネットワ ーク （kinship networks）、 同輩集団 （peer groups）、 特定の

関心に基づく集団（special interest groups）、ボランクリー協会（voluntary association）、

オンブ
、
ズ

、
マンシステム（ombudsman systems）があるという。 高齢者と官僚制組織との

リンケ ー ジ過程で最も重要な媒介的機能を果たすのが家族 ・ 親族ネットワ ークである。 そ

れは、 高齢者ケアでは主要な役割を果たし得るし、 とくに情緒的支援では他を抜きんでて

いるからである。 家族 ・ 親族ネットワ ークがこの役割を自発的に引き受け、 官僚制組織と

的 対等の関係を築くには何らかの報酬が得られるようにすべきであるとして、 f誘因

(incentive）」の形成を提案している。

サスマンは、 官僚制組織と第 一 次集団が支配 一 服従の関係で、はなく、 双方向に影響しあ

う同格モデ
、
ルを示唆しているが、 両者の聞に葛藤ではなく、 協同（co・ordinate）の関係を

もつことが可能だろうかと問うている。 その意味では、 リトワクとメイヤ ー ほどには楽観

的ではなかったといえる（Sussman,1976, 1977）。

リトワクとメイヤ ーが、 官僚制組織と第 一 次集団のそれぞれの固有の機能を認めて、 両

者の中点でバランスをとるというバランス理論を展開したのに対して、 サスマンは、 両者

の間の相互作用に着目して、 調整、 抗争、 交換のリンケージプロセスモデ
、
／レを構想した。

サスマンが官僚制組織と第一 次集団の関係に相互作用を導入した点では前進であったが、

官僚制と第一 次集団の関係を単一モデ、ノレでとらえようとしている点ではリトワクと同様で

あったといえる。

ブノレマー は、 バランスのような単 一 原理は不適当であり、 関係の異なるタイプがありう

るとして、 エイブラムズ（Philip Abrams）によるフォ ーマル・ケア（官僚制）とインフ

ォ ーマル ・ ケア （第 一 次集団）の単 一モデ、ルを前提としない関係についての考察を敷街し

て展開している （Bulmer,p.182）。

エイブラムによれば、 両者の関係には3つのタイプが識別されるという（Abrams,1979,

p.19）。

すなわち、 植民（colonization）、 葛藤（conflict）、 共存（co-existence）の3つで
、 ある。

さらに、 ブ
戸
ルマ 一 は、 エ イフ

、、
ラムの講義ノ 一 トをもとに協働（collabor ion）と混乱

(confusion）を加えている （Abrams edited by Bulmer,1984; Bulmer,1987）。
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1 ）植民（Colonization)

まず第一 の、 そしておそらく主要な関係は フ ォーマノレによるインフ ォーマルの植民であ

るとされる。 植民とは、 インフ ォーマノレ ・ セクター ないし近隣関係が法定的ないしボラン

タリー ・サー ビスによって侵入され、 その目的に従属させられるもので、 広範囲のそうし

た関係を包含する。 植民はケア （サー ビス提供）と統制 （範囲、 信頼性、 責任）の両方に

向けられ、 依存性を作りだすことが諸タイプに共通した戦略となっている。 典型的にはフ

ォ ーマルなサー ビス提供がインフ ォーマル ・ ネットワ ークに取って代ることであるという。

植民の最も単純かつ主要な形態が支配（domination）である。 これは、 法定的とボラン

タリ ー な機関が、 インフ ォーマル ・ システムに対して自分たちの都合のよいヒ エラルキー

を 一方的に押し付けるものである。 エイブラムは、 支配の傾向は近隣レベルないしフォー

マルとインフォーマノレ ・ システムの境界で働いているすべてのケア ・プロジェクトの組織

者の中に潜んでいるようであると述べている。 エ イブラムは、 ホ ームズらのソ ー シヤノレ ・

ワ ー カーとボランティアに関する研究（Holmes and Maize ls, 1979）を引合に出して、 ソ

ーシヤノレワ ー カーがいかにボランティアをすべてのケースワ ークから排除して、 実際的な

仕事のお手伝いに役割を限定したか示していると指摘している。 役割が組織のカテゴリー

に合せて順序づけられ、 インフ ォーマル ・ ケアラー は末端で下位の責任が与えられること

になるという。

植民の第2の形態は、 専有（appropriation）と呼ばれるものである。 フ ォーマルとイン

フォーマル ・ セクター の境界を再定義するようなやり方で、 境界が引き直され、 かつてイ

ン フ ォーマルであったものが フ ォーマノレの拡大した領域のなかに強制的に組み込まれるも

のである。 よい例は、 チャイルド、マインダー（筆者注・保育ママ）を地方自治体に登録さ

せる動きであったとしづ。 専有の利点は、 官僚制的秩序と統制という管理運営上の強みに

あるが、 それは、 実はインフ ォーマノレ ・ セクター の損失でもある。

植民の第3の主要な形態は、 合併（incorporation）である。 これは、 専有の一 層極端で

包括的な形態としてか、 あるいは逆に近隣レベルでのフォーマルとイン フ ォーマノレ・ シス

テムのより確かな共存（co-existence）をめざす戦略としてかのどちらかにみられるとい

う。 合併と専有の明白な違いは、 より強力なフォーマノレ組織が、 より力の弱し、組織を組み

込むだけでなく、 自分たち自身のアプロー チのなかにインフ ォー マリティの要素を取り込

もうとするところある。 なお、 ブルマー は、 これを共同選択（co-option）としづ用語に置

き換えている。

2）葛藤（Conflict)

これは、 文字どおり、 フ ォーマルとインフォー マルのセクタ ー 聞の争いであるわけだが、

葛藤は、 インフ ォーマルネットワ ークに包摂される人々が政府が推進するケアの政策と

あわない場合に生じる。 古典的な例は、 イギリスでの福祉権運動やアメリカでの市民権運

動であるという。 主要な特徴は、 ニー ドを明確にして、 圧力団体として政治システムに働
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きかけるところにある。 計画にかかわったグ
、
ループの中には、 葛藤を通じてインフォ ー マ

エイブラムは、ルな近隣ネットワ ー クの連帯強化につながったケースも見出されるという。

エネルギ ーを取り戻す最良の方法であ葛藤はインフォ ーマル ・ システムを丸ごと維持し、

(Abrams, 1980,p.22）。

これに競争（competition）を加えている。 競争は、

るかもしれないと述べている

じ一
句一千γ
三

九一

UV

E
憲
法

ニー ドについての共通ブルマ ーは、

の認識はあるが、 責任の評価やケア提供に利用できるものの容量にアンビバランスがある

高齢者の施設ケアにみられるという。 法定的と私的市場この例は、場合に生じるとし、う。

による提供との聞の競争である。

フォ ーマルとインフォ ーマル ・ セクターの2つのタイプのケさらに注意を要する点は、

アの各々の内部に競争、 分裂、 葛藤の可能性があることである。 単一体としてそれらを扱

たとえば、 イギリスでは、 地方当局社会サ ービスと保健サ ー ビ

スの聞に明確な責任分担があり、 調整のメカニズムがあるにもかかわらず、 実際には、 両

者ともかなりの程度独自に政策追及をしているという。 インフォ ーマル ・ セクター におい

うのは誤りであるという。

インフォ ーマル ・ ネットワ ー クを動員するにあたって、 地域内での分裂の可ても同様に、

高齢者と幼い子どもをもっ家族との聞に子どもの遊び場をめ

また、 人種や

植民はフォ ーマノレ ・ セクターの牽引力を示し、 競争および葛藤は異なる立場からの相互

挑戦を示しているという。 これに対して、 共存は一方から他方の相互隔離の程度を示すも

フォ ーマルとインフォ ーマル ・ セクタ ーの間のもっとも一般的ないし特徴的な

関係であるとされる。 相互作用の欠如は、 無知、 無関心、 相互無視あるいは相互作用する

適切な理由がないとしづ判断から生じるという。 例としては、 家族内のケアや近隣や友人

フォ ー マル ・ セクターに考慮、されないようなによるケアであまりにも自然発生的すぎて、

2つ

を繋げようという動機がどちらかの側にほとんどないので、 相互作用なしに共存すること

になる。

4）協働（Collaboration)

植民や葛藤、 共存はフォ ー マルとインフォ ーマノレ ・ ケアが補足的な貢献をしない様式で

たとえば、

ぐって、 わずか通り1つのレベルで、 利害の対立があったりする場合がある。

社会階層による葛藤もあるという。

3）共存（Co”existence)

のである。

ケースやフォ ーマルの介入を望まず、 係わりを拒否されたケースなどであるという。

能性が卜分ある。

のモデ(interweaving) 2つの間の協働（collaboration）や織り合わせ

「協働の最良の例は、

あるのに対して、

／レに基づく様式が考えられるとブルマ ーはし、う。 アドホックベ ース

高齢な隣人に親密な安心感を提供する近隣ーへ／レバ ー に専門職が相談

役関係を形成することができるような場合；アウトリ ー チ ・ チ ームが慢性精神病者のコミ

ケア ・ オベレータ一 、 バー テンダ

一、 食料品店店員の支援システムを形成することができるような場合；相互扶助ないしセ

で生じるようである。

ユニティ への適応を促進するためにホテルマネジャ ー、
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ルプヘルプグ
、
／レー プと専門職との聞にインフォ ー マノレな一緒に仕事する関係が作られる

時」 (Foland,1980, p.579）などであるとされる。

そうした協働を維持するのは、 かなり困難であるという。 インフォ ー マルかフォ ー マル

かのどちらかの方向に押す力が働くからである。フォ ーマノレ・システムがインフォ ー マル・

システムに取って代り、 それを破壊する危険性があることもよく知られている (Bayley,

1982,p.185）。 フノレマー は、 「必要なことは、 インフォ ー マノレ・セクターをフォ ー マノレ・

セクター と対等に扱うことできるように強化することであり、 合併の運命を避けることで

ある。 インフォ ー マル ・ セクターの価値と関係は尊重され、 維持される必要がある。 法定

的とボランタリー 機関はインフォ ーマノレ・セクター を同等なものとして共に生きることを

学ばなければならないJ

5）混乱（Confusion)

(Bulmer, 1987,p.187）と述べている。

最後の様式が混乱である。 フォ ーマノレ・ システムを通じて利用できる資源とインフォ ー

マル ・ システムの価値との間の緊張であるとされる。 フォ ーマルサポ ー トを必要とする条

件を満たしているのを犠牲にしてまでも、 インフォ ー マリティの要素を保持しようとすべ

きか、 あるいは、 本質的にインフォ ー マルな関係のものを専同化する危険を冒してまでも、

フォ ー マノレ・サポ ー トを受入れるべきか、 といったことであるという。 ボランティアの報

酬問題が、 このタイプの争点のよい例であるとされる。

エイブラムは、 フォ ー マノレ・ケアとインフォ ー マノレ ・ ケアの聞には原理的なアンチテ ー

ゼ ー 官僚的（bureaucratic) と共同的（communal) ー があり、 両立しえないものである

とみていたようである。 ブルマーも同様に両者は非連続で原理的に異なるものとみていた

ょうであるが、 「協働Jを力日えることによって、 アドホックベ ースでは連携が成立し得る

可能性のあることを示唆している。

以上から、 フォ ー マノレとインフォ ー マルの聞の連携は原理的には極めて難しいことが示

唆された。 しカミし 可能性がないわけではない。 実践の場に応じた多様な方式を模索・開

発する必要があろう。

( 2 ) フォ ー マルとインフォ ーマノレなサー ビス提供主体聞の連携の方策

エイブラ ムによれば 、 フォ ー マルとインフ ォ ー マノレの主要 なパタ ー ン は 「植民

( Colonization）」 であり、 両者は全く異なる原理に基づく、 両立しがたいものであると

された。 フルマー は、 「協働（Collaboration) Jを追加したが、 それはアドホックベース

で生じると条件を付している。

は成立し得ないのだろうか。

これまでの伝統的な理念であった対等のパー トナ ー シップ

しかし、 イギリスでは、 分権化と小地域を基盤としたサー ビス運営体制の形成によりフ

ォ ー マルとインフォ ー マルの連携を図る試行が続けられてきた。 たとえば、 人口 5,000～ 

10,000 人の小さい地域（パッチ）にわけて、 そこに複数のパッチチ ーム（ソ ー シヤノレ・ ワ

ー ヵ ーとケアワ ー ヵ ーだけのものから他の多様な職種を含むものもある）をおいて、 ジェ
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ネリツクなケアを提供する試みがあげられる。 ソ ー シヤル ・ ワー ヵ ーは、 地域に密着し、

コミュニティやそのケアリン グ ・ システムについての詳細な知識をもつ こ とが要求された

(Hadley, 1983）。 パ ッチ方式はかなりの地域で取り入れられたが（Hadley, I983;Hadley

and McGRath, 1980）、 その評価をめぐっては賛否両論があり、 はっきりした結論にはい

たらなかったようである（大山 ・ 漬野，1988)

また、 ロン ドンのイスリントン のように、 徒歩圃の範域に福祉事務所（neighbourhood

office）を置いて、 マ ネジャ ーのもとに、 ソ ー シヤルワー ヵ ーや住宅担当官や環境保健担当

官などの多職種を加えて、 地域のすべてのニー ドに対応する方式をとっていると こ ろもあ

る。 サ ー ビスの分権化と再統合、 インフォ ー マル ・ ネットワークとの連携をねらったもの

である。

さらに、 ケントのコミュニティ ・ ケア ・ スキ ームでは、 ソ ー シヤノレワ ー ヵ ーとコミュニ

ティケア ・ ケースマ ネジャ ーとホームヘルプ ・ オー ガナイザーの役割を統合したホー ムケ

ア ・ マ ネジャ ーをおき、 こ れにケア ・ サー ビスの一定の財源を与え、 その傘下で働くイ ン

フォ ーマ ノレな介護者に支払うこともできるようにする試みが行われた （Chalis and

Davices, 1986；平岡，1991）。

こ の実験プロジェクトの成果が、 グリアイス報告にも予算をもっケースマ ネジャ ーの任

命として取り入れられた こ とは周知のことであろう。

分権化と小地域ベースでのサー ビス運営が必ずしもインフォ ーマノレ ・ ネットワークとの

効果的な連携に貢献するものであるかどうかはさらに検討の必要があるようだが、 できる

だけニー ド発生の現場で、 その人の総合的な生活環境の中でアセスメン卜がなされ、 ケア

プランが決定される方がよりニー ド
、
に的確に応えるサー ビスとなりうることだけは確かで

あろう。

以上を踏まえて、 わが国におけるフォ ー マルとインフォ ーマルのサー ビス提供者の連携

の方策としては、 地域のインフォ ーマル ・ ケアを組織化し、 フォ ーマル側からの「植民J

を防ぎ、 すなわち、 要援護者や住民を代弁して、 対等なパートナーシップおよび「協働」

を築くキ ーパー ソン として、 民生委員を活用する こ とを提案する。

最後に、 福祉コミュニティ形成の戦略をまとめると、 まず第一に福祉コミュニティの構

成要素である各ケア ・ サー ビス提供主体のうち、 ①要援護者の 「介護ニー ド」を充足する

「ボランタリ 一 団体」と 「近隣や友人などjの開発 ・ 極大化を図る こ と。 前者については、

有償型ボランティアを、 後者については、 民生委員と小地域の拠点施設を活用して開発 ・

組織化を図る方策を提案した。 また、②家族援護者の「社会的統合ニー ドJを充足する「近

隣や友人などJ と相互援助 ・ 互酬的支援の関係を有する 「地域住民」の開発 ・ 極大化を図

る こ と。 前者については、 小地域の拠点施設でのデ
、
イサー ビスにより家族援護者にレスパ

イ卜 ・ ケアを提供するとと、 後者についてはイベン トを活用することを提案する。

第二にフォ ー マル ・ サー ビス間の連携を促進するためには、 共同計画、 共同財政、 窓口
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合同のケース会議やケースマネジメントなど、の手法を全て活用するばかりでな

く、 従事する職員の意識改革を図ることが不可欠である。

第三にフォ ー マルとインフォ ー マルの連携については、 民生委員を地域の側のキ ー パー

の一 本化、

フォ ー マル ・ サ ー ビスの吋直民Jかを開発し、「コミュニティによるケアjソンとして、

これによりフォ ー マルとインフォ ーマルの対ら要援護者を防衛する役割をもたせること、

の関係をっくりだそうというものである。

フォ ー マルなサ ー ビス提供者の側に連携する心構えのあることを前
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等なパートナ ー シップおよび「協働J

当然のことながら、

提とするものである。
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第3節 地理的範域

福祉コミュニティの形成を論じるにあたって、 避けて通れないのは地理的範域の問題で
ある。 「コミュニテイJがかつてのように共同生産の場でなくなってから、 地域性と共同
性が分離してきたことは、 第3章でも述べたとおりである。 物理的空間から離れて、 社会
関係や共同関心に基づくコミュニティが成立し得ることは周知のこととなっている。

しかしながら、 地域福祉は、 特定の地域において人々がお互いに助け合い、 係わりあう

関係を作り出すことを目指している。 それは、 困った時や緊急時の近隣の重要性を経験的

に知っているからである。 我々がまず援助を求める相手は家族 ・ 親族であり、 次いで友人

などの親しい人か、 隣り近所の人など「近くにいる人jかであるのが一般的である。 また、

地域で孤立した生活はわずかな危機にも対処できず、 場合によっては孤独死に至る危険性

この度の阪神淡路大震災後に頻発した不幸な孤独死からも示されて

いる。

地域がかつての地域共同体に戻ることはありえないが、 「人生8 0年時代jに入って、

「福祉コミュニティ」が求められざ高齢者を支える地域で過ごす老後が長期化しており、

は、 地域を超えた機能的コミ「福祉コミュニティJこのるをえない状況がある。 そして、

ユニティではなく、 特定の地域に基礎をおくコミュニティでなければならないのである。

の地理的範域について論じる必要「福祉コミュニティ」この困難な課題であるそこで、

が生じる。 まず、 インフォ ー マノレ ・ ケアを提供している人々や「福祉コミュニティjは、

相互援助 ・ 互酬的支援の関係を取り結んで人々のネットワ ー クに依拠するものである。

れらのネットワ ー クは、 個人的な繋がりに基づくものであるから、 特定地域内に限定され

ない広がりをもつことは、 すでに指摘したとおりである。

しかしながら、 第5章でみたとおり、 インフォ ー マノレ・ケアの主たる担い手である主介

護者は、 ほぼすべてが同居の家族であった。 要援護者と同じ家、 同じ地域に居住している

9割までが同人によってケアが提供されているわけである。 また、 副介護者についても、

居ないし1 5分以内のところに居住している親族で、あった。 さらに、 近隣の人がインフォ
ー マノレ ・ ケアの担い手になっているケー スはごく稀であった。

以上から、 わが国におけるインフォ ー マノレ ・ ケアは、 専ら同居の家族と近居の親族によ

って提供されているものであり、 地理的にはかなり狭く限定された範域内の資源からのケ

アであると結論付けることができる。 このことは、 「福祉コミュニティ」が存立、 あるい

は形成される範域は、 比較的狭い範域に限定されることになるだろうことを示唆するもの

ある程度限定さ

なぜなら、 人々がお互いに居住を認識

し合い、 直接顔をあわせて、 交流する機会をもつことができる範囲はあまり広い範域でな

いと推測されるからである。 地域の付き合いは、 多くの場合、 子どもを通して始り、 小学

である。

また、 住民の聞に相互援助 ・ 互酬的支援な社会関係が成立する範域も、

れたものとならざるをえないのではないだろうか。
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校の行事などを通じて拡大してし、く。 小学校の運動会や親子参加の行事が地域交流の機会

となっていることは言うまでもない。 学校は「地域社会な かんずく日常定住圏に存在する

生活関連施設体系の中で、 最も普遍的に在り、 かつ質の高い施設内容を保っているJばか

りでなく、 「地域社会とそこに生きる人々とをつなぐ ” 心の糸 ” になるシンボ
、
ノレ的意義を

もっているJ（松原，1978,p.37）ためコミュ ニティ形成の核になりうるものであるといわ

れている。 地域でのイン フ ォー マル ・ ネットワ ー クは、 顔を見知っている、 どこの誰 か知

っている程度の関係が存在するところでしか成立しえないだろう。 face to face の関係が成

立する範域は、せいぜい人口5,000人～1万人以下の小学校区程度の範域ではないだろう

か。

一方、 フ ォー マノレ・ケア ・ サー ビスは、 ニー ド充足が最も効率的、 効果的に行えるよう

に、 ニー ドの出現率や人的 ・ 物的資源、 財政などを勘案して、 いくつ かのレベルに分けて、

サー ビス運営 ・ 提供の地理的範域を設定することになろう。 「利用圏Jとして設定される

ものである。 最も基礎的なニー ド、 すなわち、 食事や着替え、 排f世、 入浴など日常生活上

のニー ドに対するサー ビスの提供にあたっては、 「規則的でj「確実でj 「時間どおり」

の提供ができ、 かっ 状況の変化に応じて柔軟に即応できる体制が必要である。 そのために

は、 小回りのきく比較的小地域を単位とするのが望ましい。 また、 イン フ ォーマノレ ・ ケア

やイン フ ォー マノレ ・ ネットワ ー クとの協働やその掘り起こしを行うためにも小地域を基盤

とすることが求められるだろう。 さらに、 利用者側の視点に立つならば、 接近しやすい徒

歩圏をサー ビス提供範域（＝サー ビス利用圏）とすることが望まれる。

以上をまとめると、 「福祉コミュ ニティJの地理的範域はイン フ ォー マノレ・ケア・ネッ

トワ ー クや相互援助 ・ 互酬的支援の社会関係ネットワ ー クが存立ないし形成されうる範域

に依拠したものであること、 そうしたネットワ ー クは比較的狭い範域で成立すると推測さ

れること、 しかしながら、 そうしたネットワ ー クは、 本来地域性を必要条件としないこと

から範域を明確に線引きすることが困難であることなどを指摘することができる。 したが

って、 face -to ・face の関係が成立しうる範域、 ” 心の糸 ” のようなアイデンティティをも

ちうる範域、 あるいは ニー ドの効率的 ・ 効果的充足やサー ビスへの容易な接近といった視

点から設定された フ ォー マノレ ・ サー ビスの「利用闇」などに配慮して、 小学校区程度の範

域を「福祉コミュ ニティ」の形成可能な範域とみなすことを提案しておくことにしたい。

しか しながら、 「福祉コミュ ニテイjの形成を図るための目安にしか過ぎないことは付言

しておく。
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内

あとがき

私が博士論文の 執筆に挑戦することになろうとは、 思いもよりませんでした。

3年前の 冬、 前回大作先生から、 日本社会事業大学大学院に博士後期課程がで、きる予定

なので、 希望者は準備をしておくようにとのご連絡をいただきました。 やってみょうかな

という気を起こして、 幸運にも入学させていただいたまでは良かったのですが、 集中する

時聞がもてないままに時間が過ぎていきました。 指導教授の 三浦文夫先生、 大学院社会福

祉研究科科長の 大橋謙策先生にはご心配をおかけしてしまいました。

本研究の 源は、 思い起 こせば、 私が2 0余年前修士課程を修了して、 当時、 社会保障研

究所の研究第三部部長でいらした三浦文夫先生のもとで勉強を始めた頃に遡る ことができ

るものです。 三浦先生は、 国や東京都の 審議会や委員会、 全国社会福祉協議会の ブレーン

として、 八 面六骨のご活躍をされていたばかりでなく、 部下の若い優秀な研究者たちとと

もに理論研究や行政委託調査なども精力的に取り組んでいらっしゃいました。 私がお手伝

いさせていただいた最初の大量調査は、 東京都の委託による民生委員調査でした。 知識と

してしては知っていたサインプリング理論が、 実際に威力を発揮するのを目 の 当たりにし

て、 驚嘆した ことを思い出します。

この民生委員調査の結果の分析が、 私の最初の論文となりました。 その後、 民生委員や

ボランティアが研究テー マの 1つとなりました。「イギリスにおける戦後の ボランタリー ・

アクシヨンの 展開」 （季刊社会保障研究，Vol .14,No .4,1979）、 「地域福祉の 理論的枠組に

関する一考察」 （季刊社会保障研究，Vol .15, No .4,1980）、 「民生委員活動の 将来J （熊本

短学論集，Vol .31,No.3.1981）が、 博士論文の問題意識や考え方の 基礎をなすものとなって

います。 2 0年余り、 あたかも一 貫した研究を続けてきたかの ように聞 こえますが、 実は

そうではありません。 続けていたら、 もっと大著の 博士論文が書けただろうと言い訳せざ

るを得ないのを残念に思います。 今後も、 より完成度の高いもの にするよう努力していき

たいと考えています。

日本社会事業大学大学院博士後期課程の第一期生として、 素晴らしい先生方のご指導を

いただく機会に恵まれ、 この研究をまとめることができましたことを心から感謝していま

す。 とくに指導教授をお引き受けくださいました三浦文夫先生には厚く御礼申しあげます。

先生が、 適切なご助言はもとより、 不肖 の 弟子を根気よく見守り、 励ましてくださらなか

ったならば、 論文を仕上げることはできなかったと感謝しています。

副査をお引き受けいただいた前回大作先生にも心より御礼申しあげます。 そもそも先生

のお誘いがなければ、 名誉ある第1期生になることも、 博士論文を執筆する こともなかっ

たでしょう。 機会を与えてくださったばかりか、 在学中、 なにかとご高配を賜り、 貴重な

ご助言で導いてくださいました ことに深謝します。

大橋謙策先生には、 ずいぶんとご心配をおかけしました。 忙しさにかまけて、 通常の学
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生の ようには接触できなかった私たちに、 何かとお心配りいただき、 時には優しく、 時に

は厳しく、 大きな力で後押ししてくださいました。 そのお陰で、 何とか前進で、きたと感謝

しています。

また、 論文の 審査にあたられる先生方にも御礼申しあげます。 初めての博士教育と博士

論文の 審査で、 先生方には何かとご苦労をおかけしたことと存じます。 在学中の 研究報告

会では、 度々、 貴重なご助言をいただきましたことをありがたく思っています。

最後になって失礼とは存じますが、 学長の 京極高宣先生には、 私どもが恵まれた環境下

で学べるようにご尽力を賜りましたこと、 厚く御礼申しあげます。 社大のますますの発展

を心より祈念します。

なお、 職場の 同僚にも感謝の意を表したいと存じます。 研究を主導しなければならない

研究室長がその 務めを十分に果たせないことがありましたが、 理解と協力を惜しまず、 部

門の研究を進めてくれました。 また、 私事になりますが、 母にも感謝を捧げたいと思いま

す。 母は、 私が研究者の 途に進む ことに賛成していませんでしたが、 いつも精神面、 栄養

面で支えてくれました。 高齢になって、 身体の不調が出てきたようですが、 博士論文を書

き上げるまでは病気になって私に負担をかけないようにと張り詰めて生活している様子で

した。 自立心が強く、 勤勉で、 足るを知る母には、 どれほど励まされてきたか分りません。

この 支えがあったからこそ、 ここまで来れたと深く感謝しいます。

本研究は、 このように多くの方々 の 温かいご支援とご協力によって、 まとめることがで

きた ことを改めて心に刻み、 重ねて感謝の意を表しますとともに、 今後の励みにしたいと

存じます。 ありがとう こ ざいました。

1 9 9 6年1 1月

中野 いく子

175 




